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離島への相談支援・情報提供関連予算額の維持及び支援活動の維持拡大に関する要望書 
 
平素より、沖縄県のがん診療の充実発展に御尽力いただき感謝申し上げます。 
沖縄県は、平成 25 年度都道府県がん対策推進事業（厚生労働省健康局）「情報提供体制の強化のため、

離島地域でのがん相談会の実施及び県内のがん関連図書の効果的な配置等を行う」ために、1,000 万円の

予算編成を行っております。ところが、本年度は同予算が 300 万円と大幅な減額となり、その支援活動

が縮小を余儀なくされています。 
沖縄県は、離島におけるがん対策を『沖縄県がん対策条例』及び『第 2 次沖縄県がん対策推進計画』

で明記していますから、予算の大幅減は何らかの明確な理由がない限り行うべきではないと思われます。 
つきましては、昨年度並みの予算を今年度補正予算で計上し、昨年度と同様に離島へのがん対策を継

続できますよう、沖縄県知事に対してご説明の上、御要望いただきますようお願い申し上げます。 
 
参考 1；沖縄県がん対策条例 
第 15 条「離島及びへき地におけるがん医療の確保及びがん患者等関係者への支援」 
県は、第 7 条から前条までに掲げる施策のほか、離島及びへき地におけるがん医療の確保及びがん

患者等関係者への支援等に関し必要な施策を講ずるものとする 
 
参考 2；第 2 次沖縄県がん対策推進計画 
Ⅲ 対策 
４ 分野別対策と達成目標 
（６）離島及びへき地におけるがん医療の確保及びがん患者等関係者への支援 
○ 市町村、保健医療関係者、がん患者等関係者及び関係機関・団体等と連携し、離島及びへき地にお

けるがん医療の確保及びがん患者等関係者への支援等に関し必要な施策を推進します 
○ 離島地域におけるがん医療に関する情報提供を推進します 
○ 離島・へき地における効率的かつ効果的な情報提供体制を推進します 
○ がん関連図書資源の効果的な配置転換を推進します 
○ がん患者等関係者や保健医療関係者等が協働で実施する相談会等の取り組みを推進します 

 
参考 3 

平成 25 年度事業名：都道府県がん対策推進事業（厚生労働省健康局）契約額：10,000,000 円  

資料２４ 


